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　平成 29 年度の日本の経済
は、海外経済の不確実性や金
融資本市場の変動により、景
気が下押しされるリスクに留
意する必要があるものの、先
行きについては、各種政策の
効果による雇用・所得環境の
改善傾向が続き、緩やかに景
気が回復していくものと見込
まれています。

　このような中で、矢板市の財政は、平成 27 年度決算
においては、歳入の根幹である市税収入は前年度と比較
して減少に転じました。ピーク時の平成 19 年度と比較
して約 11 億円減少するなど、自主財源を確保すること
が難しい状況が続いています。一方、歳出においては、
福祉関係の扶助費、介護保険および国民健康保険への繰
出金が増加を続けている状況であるため、柔軟性に欠い
た財政運営になっています。
　しかしながら、その一方で平成 29 年度は、市政運営
の指針である「第 2次 21 世紀矢板市総合計画」の「後
期基本計画」および「矢板市まち・ひと・しごと創生総
合戦略」に基づく初めての予算編成となることから、総

合計画の 5つの重点計画、総合戦略の 4つの基本目標に
取り組みながら、新たな行政課題についても施策の優先
順位を見極めつつ、的確に対応していく必要があります。
　そのため、今年度予算は「矢板未来づくりスタート予
算」と命名し、歳入・歳出全般にわたり徹底した見直し
を行い、必要な財源を確保しながら、財源の重点的・効
率的な配分に徹する方針で予算編成を行って参りました。
　この予算特集号は、市の財政状況や予算がどのように
使われているのかを、総合計画の分野別計画の 7 項目に
分け、わかりやすく表現することを心掛け作成しました。
市の財政状況や事業をお知らせすることは、市民と行政
が協働したまちづくりを進めていくために、とても大切
なことであると考えています。市民の皆さんが、市の財
政や事業を身近に感じ、少しでも関心を持っていただく
きっかけとなれば幸いです。
　矢板市が将来にわたって活力と魅力あるまちとして発
展し続けるために、教育、福祉、医療をはじめ、生活の
利便性向上や働く場所の確保など、さまざまな施策を行
い、「子どもや孫が帰ってくるまちづくり」が具現化で
きるよう取り組んで参ります。

 矢板市長　齋藤　淳一郎

130 2,000
会計別予算額    当初予算の推移

区分 平成 29年度 
Ａ

平成 28 年度 
Ｂ

増減額 
Ａ－Ｂ

伸び率 
％

一般会計 130億2,000万円 126億2,000万円 4億　　　　円 3.2% 

特
別
会
計

介護保険 30億　400万円 27億9,520万円 2億　880万円 7.5% 
国民健康保険 43億8,210万円 45億1,980万円 △1億3,770万円 △3.0% 
後期高齢者医療 3億4,120万円 3億3,320万円 800万円 2.4% 
農業集落排水事業 5,800万円 5,680万円 120万円 2.1% 
公共下水道事業 8億9,010万円 8億5,160万円 3,850万円 4.5% 
コリーナ矢板排水処理事業 1,760万円 1,730万円 30万円 1.7% 
木幡宅地造成事業 1億5,040万円 1億9,770万円 △4,730万円 △23.9% 

小計 88億4,340万円 87億7,160万円 7,180万円 0.8% 
水道事業会計 12億8,500万円 11億6,770万円 1億1,730万円 10.0% 

合計 231億4,840万円 225億5,930万円 5億8,910万円 2.6% 

一般会計…市の基本となる会計
特別会計…特定の歳入を特定の事業に充て、一般会計と区別して経理する会計

126億 2,000 万円

136 億 1,000 万円

130 億 8,000 万円
126 億 300 万円

130 億 2,000 万円

73 億 7,620 万円

78 億 1,010 万円

84 億 3,530 万円

87 億 7,160 万円

88 億 4,340 万円

11 億 1,600 万円

11 億 6,160 万円

11 億 3,920 万円

11 億 6,770 万円

12 億 8,500 万円

一般会計

特別会計

水道事業会計

（円）
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【歳入】
　市税のうち、法人市民税には若干回復の兆し、固定資
産税には新築家屋や償却資産の増加が見込まれますが、
個人市民税は納税義務者数はわずかに増加するものの課
税標準額が下がることで、減少する見込みです。
　市税全体では微増の見込みとなっていますが、ピーク
時の平成 19 年度と比較すると約 11 億円も減少してい
ることから、自主財源を確保することが難しい状況が続
いています。

※用語解説は、13 ページをご覧ください。

【歳出】
　扶助費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金事業、お
よび生活保護者援護事業などの減少により、6,390 万円
の減となっています。
　投資的経費のうち補助事業費は、保育施設整備補助事
業および団体営基盤整備促進事業などの増加により、3
億 1,788 万円の増となっています。
　また、積立金は、ふるさと納税基金への積立金の増加
により、4,972 万円の増となっています。

市税
44億 9,782 万円

34.5％

その他
17 億 761 万円
13.2％

地方交付税
20億 9,900 万円

16.1％

自主財源
47.7％

依存財源
52.3％

地方譲与税
1億 3,000 万円

1.0％

県支出金
12億 162 万円

9.2％

国庫支出金
17億 9,485 万円

13.8％

市債
9億 5,810 万円

7.4％
交付金

6億 3,100 万円
4.8％

総務費
14 億 1,516 万円

10.9％

民生費
49 億 7,851 万円

38.3％

衛生費
8億 6,385 万円

6.6％

教育費
12 億 5,172 万円

9.6％

土木費
14 億 1,212 万円

10.8％

その他
9億 4,650 万円

7.3％公債費
11 億 8,662 万円

9.1％

議会費
1億 6,109 万円

1.2％

農林水産業費
8億 443 万円
6.2％

123 億 2,042 万円

120 億 5,435 万円

122 億 6,162 万円

123 億 3,613 万円 122 億 445 万円

49 億 7,510 万円

46 億 3,994 万円

42 億 9,479 万円

39 億 7,772 万円

37 億 63 万円

20 億 5,367 万円

19 億 5,456 万円

18 億 6,422 万円

17 億 8,138 万円

18 億 2,914 万円

一般会計

特別会計

水道事業会計

人件費
20億 9,564 万円

16.1％

公債費
11 億 8,662 万円

9.1％

物件費
17 億 4,745 万円

13.5％

義務的経費
46.9％その他の

経費
42.5％

繰出金
15億 7,234 万円

12.1％

補助費等
17億 7,688 万円

13.6％

普通建設事業費
13億 8,438 万円

10.6％

投資的
経費
10.6％

扶助費
28億 2,127 万円

21.7％

その他
4億 3,542 万円

3.3％

（円）


